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１．福島原発事故後、「津波の襲来が予測されていたが、

東電は対策を講じなかった。」と報道された。

吉田昌郎元福島第一原発所長は、福島第一原発所長になる前、

東電の原子力設備管理部長として、東電の「津波対策実施の

是非」を判断する立場にあった。事故後、消極的と批判された。

２．2007年、吉田氏の原子力設備管理部長就任時、津波に対する

政府見解は、土木学会の見解に沿った５．７ｍであった。

３．吉田氏は、中越沖地震で活断層が問題になったことを受けて、

東電独自で、「福島県沖に津波の波源があるならば、１５．７ｍ」と

試算したが、建設費に関する社内了解と地元説得のために、

学会の公式見解が必要と判断し、土木学会に、

「津波予測に対する再評価」を依頼していた。

その評価の前に、東日本大震災が起き、致命的な事故となった。



課題
① あなたが、吉田所長のような東電の責任者であった

ならば、津波対策は取りえたであろうか？

② 地震学者は「津波のリスク」を説明していたと

いえるか？

③ リスクマネジメントの観点で、何を学ぶか？

完璧な対策を講じるのではなく、被害の極小化を図る

考え方があっても良かったのではないか？
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スケジュール
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不確実な状況下での意思決定
２０１７年９月９日

時間 内容

１３:１０～１４:２０ 不確実な状況下での意思決定
～福島原発事故における津波対策～

１４:２０～１４:３０ 休憩

１４:３０～１５:２０ グループワーク
「福島原発事故における津波対策」

１５:２０～１５:３０ 休憩

１５:３０～１６:２０ 全体討議
「福島原発事故における津波対策」

１６:２０～１７:００ コメント
（１）説明責任
（２）不確実な状況下での意思決定



理解度向上のモデル（標準）
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１．福島原発における津波
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１．福島第一原発事故の直接原因
2011年3月11日、東北地方太平洋沖地震が起きた。
福島第一原発は、地震発生直後、外部電源を失ったが、
非常用発電機が起動し、原子炉が冷却されていた。
しかし、地震発生から約50分後、高さ１４～１５ｍの津波に襲われ、
地下に設置されていた非常用発電機が海水に浸り故障、さらに
配電盤、ポンプ、非常用バッテリーなどの設備が損傷、流出。
→ 全交流電源を喪失した結果、原子炉は冷却不能となり、爆発。

２．津波対策は事前にとれなかったか？
東電は、2007年7月、吉田昌郎原子力設備管理部長（当時）、
武藤栄原子力・立地本部長（当時）らが、津波対策を検討し、
防潮堤に数百億円かかること、地元の了解をえることなどから、
「１５．７ｍは、最も厳しい条件での試算に過ぎず、

このような津波は、実際には来ない」と結論。
→ 津波高さは最大 ６．１ｍを想定し、対策を取らなかった。



（１）福島第一原子力発電所津波浸水高さ
福島原子力事故調査報告書 ｐ１０，平成２４年６月２０日 東京電力株式会社
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（２）津波高さ推定の経緯
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１．津波の想定高さ
１９６６年 ３．１ｍ （１９６０年 チリ地震津波）
２００２年 ５．４～５．７ｍ （土木学会「津波評価技術」）
２００８年 ５．４～６．１ｍ （耐震設計指針に基づく再評価）

２．２００２年７月 地震調査研究開発本部
「１８９６年の明治三陸地震と同様の地震は、三陸沖北部から房総沖の

どこでも起こり得る」と発表。

３．２００８年 東電 （独自試算）：
① 福島沖に、「波源」があれば、 最大１５．７ｍの津波
② 「貞観地震」に基づく試算では、最大 ９．２ｍの津波と予測

４．２０１１年１２月 政府事故調 「中間報告」
福島第一原子力発電所を襲った津波は、高さ１５ｍを超えた。
東電は「想定外」と主張するが、2008年に、自ら、「最大１５．７ｍ」の可能性を
検討しながら、対策上の想定は、「６．１ｍ」に抑えていた。
原子力・安全保安院から、津波対策を聞かれた東電は、
2011年3月7日、初めて「１５．７ｍ」を含む試算結果を報告した。
しかし、保安院の室長らは対策工事を要求せず、上司にも報告しなかった。



＜津波予測の経緯＞ 東電報告書 P19 （平成２４年）
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（３）ここに至るまでの経緯

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
10

１．土木学会と地震調査研究推進本部とが異なる見解を出した。
（１） ２００２年２月 土木学会津波評価部会

・ 福島第一原発の津波想定は、５．７ｍとされる。
・ 福島県沖に、「波源」はないものとされた。

（２） ２００２年７月 地震調査研究推進本部（推本）

・三陸沖から房総沖の海溝沿いのあらゆる箇所で、マグニチュード８クラス

の地震が発生しうると発表。 （福島県沖にも波源はある）

２．総理大臣を本部長とする 中央防災会議は「土木学会」の見解を採用。
・ 地震調査研究推進本部の見解は採用されず

・ ２００６年１月２５日 「福島県沖と茨城県沖を防災対策の対象から除外する」

３．２００７年４月 吉田昌郎氏 原子力設備管理部部長に就任
・ ２００７年７月 新潟県中越沖地震発生： 柏崎刈羽原発: 震度６．５の激震

→ 吉田氏は、「東電として、地震を極めて大きい重要課題」と捉え、

東電独自での試算に踏み切る。

＜ポイント＞

福島県沖の津波波源について、学者達の意見が分かれていた。



（３－１）地震調査研究推進本部の見解
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福島原子力事故調査報告書 ｐ２０，平成２４年６月２０日 東京電力株式会社

＜ポイント＞
① 三陸から房総沖のどこでも地震が発生する可能性がある。
② 有史以来大きな地震が発生していない領域の

地震評価に不可欠な波源モデルまでは示していない。



（３－２）東電の試算
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（３－３）東電の判断
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福島原子力事故調査報告書 ｐ２３，平成２４年６月２０日 東京電力株式会社



（３－４）東電の判断
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福島原子力事故調査報告書 ｐ３２，平成２４年６月２０日 東京電力株式会社
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実際に起きた「波源」と空白地帯との関係



２．吉田昌郎氏の津波に対する考え方
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１．津波の波源について、学者の意見は分かれていた。
・地震調査研究推進本部（推本） 福島県沖にも、「波源はある」

・土木学会 福島県沖には、「波源はない」ものとされた。

２．2006年1月25日 中央防災会議は、土木学会の見解を採用。

３．2007年7月16日 中越沖地震が起きた。（震度６．５）
・吉田氏の指示のもとに、三陸沖から房総沖の海溝沿いに

「Ｍ８クラスの地震が発生する可能性がある（波源がある）」という前提で試算。

＜試算結果、最大波高 １５．７ｍ＞

・貞観津波は宮城県沖、福島原発のある浜通りには、文献上の記録がない。

→ そこで、東電は、独自に「浜通りの堆積物調査」を実施。

貞観津波は、浜通りには高い波高では来ていないことが判明。 （４ｍ）

・福島第一は、海抜１０ｍに建設されていた。

４．「架空の波源」では、東電での予算措置計上、地方自治体など

関係者に対する説明ができないので「根拠」を土木学会に求めた。

門田隆将：「吉田調書を読み解く」 第10章 津波対策と新聞報道、ｐ229～ｐ254、2014年、ＰＨＰ研究所



福島津波の試算
門田隆将「吉田調書を読み解く」
ｐ２２１～ｐ２５４（ＰＨＰ）（２０１４）
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１．福島県沖の震源
学者間で意見は分かれた。

２．女川原発
宮城県沖で、津波を起こす
波源があることは共通認識

→ 女川原発：設置認可時に
津波対策を実施

→ 福島県沖は地震の余波と
しての津波の可能性

３．吉田氏「新しい手法」
・ 三陸沖から房総沖の海溝

沿いに、Ｍ８クラスの地震
が発生する可能性がある
という前提で、試算。

４．試算結果（2008年4月）
最大波高 １５．７ｍ
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１．堆積物調査の結果
貞観津波は、浜通りには、
高い波高で来ていない
ことが判明 （４メートル位）

２．福島第一は、海から
１０メートル位の高さで、
大丈夫と判断。

３．吉田氏は、津波対策を
とるための「根拠」を
求めていた。

４．「架空の波源」では、
自治体に相談できない。
「防潮堤」を建設するには、
自治体や漁業関係者との
交渉が不可欠。
そのために、オーソライズ
された数値が必要。

門田隆将「吉田調書を読み解く」、

ｐ２２１～ｐ２５４（ＰＨＰ）（２０１４）



（２）津波対策に対する「吉田調書」
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１．津波が来ると決まったら対策を実施する。 （間違いなくそう思っていた）

２．その対策は、防潮堤かどうかは並行して検討する。

仮に防潮堤を作るとすれば、どれぐらいの金が要るかを見積もる必要がある。

３．東電は、柏崎で４０００億、その水平展開で１０００億の金を使用している。

さらに、津波対策をとなると、予算を別途計上する必要がある。

経営に、ある程度の金が必要であることを覚悟してもらう必要がある。

４．そのためには、どの程度の防潮堤を作ることが必要か！

何メートルの防潮堤を作るかのデザインベースの提案が必要になる。

→① 土木学会は、以前 ５．７ｍと見積もっているが、再検討をお願いしている。

② 土木学会の結論が出てこないと、別途計上予算を説明できない。

門田隆将「吉田調書を読み解く」ｐ２２１～ｐ２５４（ＰＨＰ）（２０１４）
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（３）吉田昌郎氏の考え
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１．地震による津波の可能性を検証し、福島沖に波源があれば、

最大１５．７ｍの津波があり得ることを認識していた。

２．この考えを実行に移すには、下記の了解が必要である。

（１）東電内の了解

（２）政府の了解

（３）地域・地元自治体の了解

３．東電・政府内の認識の変更には、学会の公式コメントが必要。

（１）２００６年の「中央防災会議の見解」が共通認識となっている。

２００２年２月 土木学会津波評価部会

・ 福島第一原発の津波想定は、５．７ｍとされる。

・ 福島県沖に、波源はないものとされた。

（２）土木学会に、見解の見直しを求めた。



３．中央防災会議
添田孝史「原発と大津波警告を葬った人々」

２０１４年１１月 岩波書店

２０１７年９月９日
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ポイント
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１．2004年2月 中央防災会議事務局は、推本の「海溝沿いの地震対策を防災対象

としない」という方針を出した。宮城から茨城沖で津波地震が起きることを想定

しないで、明治三陸が起きた岩手沖を中心とした領域を想定。

２．島崎氏：あの席で私は席を立って、辞めると、こんなことはやってられないと

いって、声を大にしていうべきだった。

３．７省庁手引きが定めていた津波想定の基本方針を後退させるならば、

議論を広く公開し、地域住民の意見も聞くべきだった。

今回の評価は、現在までに得られている最新の知見を用いて、最善と思われる

手法によったものであるが、データとして用いる過去地震に関する資料が

充分にないこと等による限界があることから、評価結果である地震発生確率や

予想される次の地震の規模には誤差を含んでおり、

防災対策の検討にあたってはこの点に十分留意する必要がある。

４．地震本部の当時の関係者によると、長期評価について、外部から

変更の申し入れがあったことはなかった。

島﨑 邦彦：東京大学地震 研究所教授、日本地震学会会長、地震予知連絡会会長を経て、
現在東京大学名誉 教授。 元原子力規制委員会委員長代理。
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４．女川原発との違い
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• 2011年は、政府の地震調査研究推進本部(地震本部)が、

2002年に出した三陸沖から房総沖の地震発生の予測 (長期評価）

を改訂しようとしていた時だった。その焦点は、「東北地方を

869年に襲った貞観津波の津波の再来をどうみるか」だった。

• 古文書には、「貞観津波による溺死者が千余人にも及んだ」との

記述があった。 長期評価の改訂で、貞観津波のような津波の

再来の可能性の評価が示されると、東北地方の太平洋岸に

原発を持つ電力会社にとっては、防潮堤の増強といった対策が

必要になるかもしれなかった。

・ 平井弥之助元副社長： 女川原発建設当時、津波の波源は

分っていなかった。しかし、古文書の記録から「大津波に備える

必要がある」と力説し、「法律や規程・基準を超えて、 自然に

対する畏れを忘れず、技術者として結果責任を果たす」と指導。

→ 女川原発の海水ポンプは１４．８ｍの敷地内に作られた。



日本技術士会研修会
不確実な状況下での意思決定

２０１７年９月９日 28

女川原発はなぜ無事だったか？



参考資料：事故後の学会の動き
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１．２０１１年５月１０日 土木学会会長 飯田健次

土木学会原子力土木委員会津波評価部会策定の報告書 「原子力発電所の津波
評価技術」の内容は、過去の津波の網羅的な調査の上に立って、津波波源
（津波を起こす地盤の範囲）の設定から数値計算による設計津波水位の
標準的な設定方法を客観的・体系的に取りまとめたもの

２．２０１２年８月７日 土木学会会長 小野武彦

津波評価部会は、「津波評価技術2002」の策定以降、津波という不確実な現象を
確率論的に推計するための調査研究を実施して、その結果を2011年9月に報告書
「確率論的津波ハザード解析の方法」として公表した。

３．２０１２年１月３０日 日本原子力学会・原子力安全部会

「福島第一原子力発電所事故に関するセミナー」

津波、火災、テロ等、外的事象を広く対象としての ＰＳＡ（IPEEE）の実施が必要。
歴史津波・歴史地震等の経験データを設計基準に反映することは当然必要だが、
それを超すハザードについても生起確率を考慮して設計基準ハザードを決定する
ことが必要。



土木学会原子力土木委員会津波評価部会策定の
報告書 「原子力発電所の津波評価技術」について

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定

2011年5月10日 公益社団法人 土木学会 会長 阪田 憲次

• 近時インターネットや新聞報道において、『土木学会の原子力土木委員会津波評価部会
は、電力会社とその身内が大半を占めていて、「第三者性」が疑わしい』との趣旨が述べら
れ、委員構成を示して『このメンバーが津波評価部会だと言われても、とても中立公正に
指針が作られたとは思えない。』などと結論している。しかし、これらでは土木学会の報告
書の内容に関しては一切触れておらず、メンバーに電力事業者が多数含まれていること
のみからの批判を展開している。

• この報告書を作成した委員会に電力会社の委員が数多く入っているのは、原子力発電
所の発注者として注文をつけるためではないかとの意見がある。しかし、それぞれの委員
は原子力発電所の安全を担当する専門家であり、原子力発電所の計画・設計に当たって
必要な数値や注意事項を実務家の視点から検討するために参加している。

• さらに、報告書を一見すればわかるように、報告書の内容は、過去の津波の網羅的な調
査の上に立って、津波波源（津波を起こす地盤の範囲）の設定から数値計算による設計津
波水位の標準的な設定方法を客観的・体系的に取りまとめたものであり、そこに利害関係
の入り込む余地はないと言える。

• したがって、本報告書が「お手盛り」なのではないかといった見解は事実無根であり、科
学的見地から研究し、報告書を発表している土木学会の活動に対する誤解である。

• ※ 「原子力発電所の津波評価技術」（原子力土木委員会 津波評価部会、平成14年2月発
行）のPDF版は http://committees.jsce.or.jp/ceofnp/node/5 からダウンロードできます。30
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土木学会原子力土木委員会津波評価部会策定の報告書
「原子力発電所の津波評価技術」について

2012年8月7日 公益社団法人 土木学会会長 小野 武彦

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
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土木学会の原子力土木委員会津波評価部会が2002年に策定した「原子力発電所の津波評価技術」１）

（以下「津波評価技術2002」）に関して、福島原子力発電所事故に関する国会や政府などの事故調査委
員会報告書において様々な記述が見られる。ここに改めて「津波評価技術2002」に関して、策定の経緯や
特徴、今後の取り組みについて説明するものである。

１．当会は1999年に津波の評価技術の体系化についての研究を電力事業者から委託された＊。これを
受け、原子力土木委員会に学識経験者、電力土木技術者から構成される津波評価部会（主査：首藤伸夫
、当時、東北大学教授）を設置して、1999年度、2000年度と審議を行い、得られた成果をまとめて報告書
「津波評価技術2002」を策定した。同部会の電力事業者からの委員は原子力発電所の安全を担当する
専門家であり、原子力発電所の計画・設計にあたって必要な数値や留意事項を実務者の視点から検討
するために参加した。２）

なお、「津波評価技術2002」は、IAEA(国際原子力機関)やU.S.NRC(米国原子力規制委員会)にも引用さ
れており、国際的にも認められた手法である。

２．「津波評価技術2002」は津波水位を推計するための標準的な手法を示したもので、大きく分けて推計
計算に必要な条件の設定方法を示した部分と数値計算手法をまとめた部分から構成されている。

３．津波評価部会は、「津波評価技術2002」の策定以降、津波という不確実な現象を確率論的に推計す
るための調査研究を実施して、その結果を2011年に報告書「確率論的津波ハザード解析の方法」３）として
公表した。今後、この成果や東日本大震災等の地震、津波に関する最新の知見・データに基づいて、「津
波評価技術2002」の改訂に向けて取り組んでいく。この取り組みは関連学協会とも連携して進めていくこ
ととしている



５．何が問われているか？

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定

１．地震学者の巨大地震への警鐘は採用されなかった。
① 「福島県沖に津波波源があるかどうか」は、学者間で見解が分かれていた。

② 東電は地震学者の警鐘を知っていたが、一部の学者の見解と受け止めた。

２．東電は、巨大地震の可能性を認識していたが、

津波対策は実施されなかった。

① 東電の独自調査で、最大１５．７ｍの津波の可能性を認識していた。

しかし、数百億円という費用は、オーソライズされたデザインベースの提言

でないと、予算計上できない。

また、地元関係者に説明するにも、それなりの根拠が必要である。

＜東電の独自調査＞

・ 福島県沖にも津波の波源があるとして試算すれば、最大１５．７ｍの津波

・ 貞観津波の浜通りへの影響は４ｍ程度であった。

② 吉田氏は、「根拠」を土木学会に依頼していたが、回答の前に津波が襲った。

32



５．何が問われているか

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
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１．この事例が、私たちに問うていること

「不確実な状況下での意思決定」の難しさである。

東京電力の判断は、「津波に襲われ、原子力発電所が致命的な被害を被った」

という事実から考えると、「良くなかった」といえるが、それは「結果論」である。

＜ポイント＞

（１）地震学者達は、巨大地震の襲来の警鐘をならしていたが、採用されなかった。

「福島県沖に波源があるかどうか」は、学者間で見解が分かれていた。

地震学者達の警鐘は、東電が判断／行動する内容であったのだろうか？

（２）東電は、「巨大津波に襲われると、深刻な被害をもたらすこと」を、自ら試算し、

福島県沖にマグニチュード８（過去最大の地震）クラスの波源があれば、

最大１５．７ｍの津波の可能性を認識していた。

（３）東電は、下記の理由で決断できなかった。

・福島県沖には、有史以来そのような波源はなかった。

・政府見解は、「最大６．１ｍの津波で、福島県沖は防災対象から外れていた」

・防潮堤の建設には、数百円の投資が必要。（別途予算計上が必要）

・防潮堤を築くには、地元の了解が必要である。



２．防潮堤を築くことは、難しい決断であった。

しかし、防潮堤を築かなかったために、東電は膨大な損失を被った。

類似の事態は、私たちの行動の中で起きてくる。

私たちが、この事故から学ぶことは、仮に、自分が次の三つの立場に立つとき、

「自分は、どの様に判断し行動するか」である。

（１）故吉田昌郎所長のように、東京電力の津波対策の責任者として、

「津波対策を講じるかどうか」を判断する人

（２）東京電力の経営の意思決定者として、

リスクマネジメントの観点で、「津波対策を重要決定事項」として決断する人

（３）学識経験者として、日本社会に、「津波の襲来」を警告する人

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
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（１）吉田所長の立場
巨大地震の可能性を、東電独自の調査で認識していたが、

経営の了解、政府の了解、地元の了解を得るには、

学会からのオーソライズされた提言が必要と判断した。

それを、土木学会に依頼していた。

① 防潮堤の建設費は、４００から５００億円。

この費用を予算計上するには、オーソライズされた

デザインベースの提言が必要。

② 地震調査研究推進本部の見解は、「危ない」という提言で、

どの程度の津波がくるという内容ではなかった。

③ 貞観津波についても、独自調査の結果、

福島原発が立地している浜通は、４ｍ程度である。

福島原発は、１０ｍの高さに立地している。
２０１７年９月９日

日本技術士会研修会
不確実な状況下での意思決定
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（２）東電経営者の立場
原子力行政は、国の規制の下で行なわれており、地震本部の見解や貞観津波

については、中央防災会議でも繰返し性がないとして取り上げられていない状況

であった。しかし、致命的な被害となったのは事実で、リスクマネジメントの観点で、

経営の責任者として実施することはなかったか！

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
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（３）学識経験者の立場
（１） 中央防災会議等で、「津波の危険性」を警告していたが、

防災会議事務局が示した「宮城県以南は防災対象としない」と

いう方針を変更することはできなかった。

この背景に、地震学者間で立場が二つに分かれていた。

＜学会の中で意見が分かれていては、訴える力が弱くなる＞

（２） 危険性は警告したが、具体的な津波の高さを示す

デザインベースの警告ではなかった。

＜提案の相手が受け入れやすい内容となっていたか＞

（３） 津波による影響被害を考えるならば、

原子力発電所だけではなく、三陸地方の沿岸に対しても、

警告を発して、説明する責任があったのではないか？

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
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課題

① あなたが、吉田所長のような東電の責任者であった

ならば、津波対策は取りえたであろうか？

② 地震学者は「津波のリスク」を説明していたと

いえるか？

③ リスクマネジメントの観点で、何を学ぶか？

完璧な対策を講じるのではなく、被害の極小化を図る

考え方があっても良かったのではないか？

２０１７年９月９日
日本技術士会研修会

不確実な状況下での意思決定
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